
 （単位  円）

51,102,206,146 50,406,214,283 695,991,863

33,085,139,936 30,546,677,361 2,538,462,575

12,643,932,422 12,643,932,422 0

12,778,615,868 13,224,635,610 △ 446,019,742

299,871,360 339,410,724 △ 39,539,364

1,315,337,303 1,418,179,585 △ 102,842,282

105,014,246 98,300,582 6,713,664

2,691,124,902 2,642,571,938 48,552,964

3,251,243,835 179,646,500 3,071,597,335

13,037,392,349 14,907,916,007 △ 1,870,523,658

3,977,200,000 6,000,000,000 △ 2,022,800,000

141,670,000 141,670,000 0

1,000,000,000 1,000,000,000 0

2,118,151,849 2,065,875,507 52,276,342

3,790,000,000 3,690,000,000 100,000,000

2,000,000,000 2,000,000,000 0

9,857,000 9,857,000 0

513,500 513,500 0

4,979,673,861 4,951,620,915 28,052,946

1,976,920 4,936,697 △ 2,959,777

9 318,226 △ 318,217

82,194,732 50,735,992 31,458,740

4,895,030,000 4,895,030,000 0

250,000 600,000 △ 350,000

222,200 0 222,200

7,673,346,187 8,788,836,184 △ 1,115,489,997

7,300,977,227 8,306,348,939 △ 1,005,371,712

247,490,769 207,785,976 39,704,793

54,282,227 199,592,712 △ 145,310,485

70,595,964 75,108,557 △ 4,512,593

58,775,552,333 59,195,050,467 △ 419,498,134

教 育 研 究 用 機 器 備 品

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

令和 7 年  3 月 31 日

資 産 の 部

科　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

学 校 運 営 引 当 特 定 資 産

管 理 用 機 器 備 品

図 書

建 設 仮 勘 定

特 定 資 産

第２号基本金引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

施 設 整 備 引 当 特 定 資 産

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

排 出 権

教 育 研 究 等 引 当 特 定 資 産

その他の教育研究等引当特定資産

その他の固定資産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金

資 産 の 部 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 入 金

前 払 金
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（単位  円）

△

△

△

△

△

△

△

△

△ △

△ △

△

△

２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　                なし

３．減価償却額の累計額の合計額 円

負 債 の 部

科　　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

固 定 負 債 2,121,229,029 2,069,988,927 51,240,102

退 職 給 与 引 当 金 2,118,151,849 2,065,875,507 52,276,342

預 り 保 証 金 等 2,000,000 2,000,000 0

長 期 借 入 金 250,000 1,000,000 750,000

長 期 未 払 金 827,180 1,113,420 286,240

未 払 金 172,466,841 253,792,529 81,325,688

前 受 金 1,560,405,000 1,436,100,140 124,304,860

流 動 負 債 2,023,490,170 2,198,765,954 175,275,784

短 期 借 入 金 250,000 188,880,000 188,630,000

純 資 産 の 部

科　　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

預 り 金 290,368,329 319,993,285 29,624,956

負 債 の 部 合 計 4,144,719,199 4,268,754,881 124,035,682

第 ２ 号 基 本 金 3,977,200,000 6,000,000,000 2,022,800,000

第 ３ 号 基 本 金 141,670,000 141,670,000 0

基 本 金 70,035,155,278 68,694,995,175 1,340,160,103

第 １ 号 基 本 金 65,176,285,278 61,813,325,175 3,362,960,103

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 15,404,322,144 △ 13,768,699,589 1,635,622,555

第 ４ 号 基 本 金 740,000,000 740,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 15,404,322,144 △ 13,768,699,589 1,635,622,555

純 資 産 の 部 合 計 54,630,833,134 54,926,295,586 295,462,452

負債及び純資産の部合計 58,775,552,333 59,195,050,467 419,498,134

　　　…金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。

　　退職給与引当金

　　　…退職金の支給に備えるため、大学及び短大等の教職員については、期末要支給額 2,265,359,628円の100%を基にして、私立大学

　　　　退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　　　高等学校以下の教員については、期末要支給額 665,440,628円から東京都私学財団よりの交付金相当額を控除した金額の100%を

　　　　計上している。

注　記

１．重要な会計方針　　　　　　　　　　　　　　　                

　(1) 引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　徴収不能引当金

　　　…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

32,008,095,863

        役員については期末要支給額 25,166,832円の100％を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との

　　　　繰入調整額を加減した金額を計上している。

　(2) その他の重要な会計方針

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　…移動平均法に基づく原価法である。

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
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４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  円

５．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　　　  円

①総括表

( ) ( ) ( )

△

( ) ( ) ( △ )

△

( ) ( ) ( △ )

②明細表

△

△

①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

1,113,420

６. 当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

3,031,460

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 395,030,000 397,195,000 2,165,000

(うち満期保有目的の債券) 395,030,000 397,195,000 2,165,000

７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　(1) 有価証券の時価情報

(単位　円)

種　　　類
当年度（令和7年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

合　　　　　計 9,495,030,000 7,970,001,900 1,525,028,100

(うち満期保有目的の債券) 9,495,030,000 7,970,001,900 1,525,028,100

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 9,100,000,000 7,572,806,900 1,527,193,100

(うち満期保有目的の債券) 9,100,000,000 7,572,806,900 1,527,193,100

債 券 9,495,030,000 7,970,001,900 1,525,028,100

株 式 - - - 

時 価 の な い 有 価 証 券 - 

有価証券合計 9,495,030,000

(単位　円)

種　　　類
当年度（令和7年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

そ の 他 - - - 

合　　　　　計 9,495,030,000 7,970,001,900 1,525,028,100

投 資 信 託 - - - 

貸 付 信 託 - - - 

　　　　　格付けがＡ格以上の有力企業の事業債などであり実際に評価損益が発生する可能性は低い。

　　　　　

　(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース物件の種類 リ ー ス 料 総 額 未経過リース料期末残高

時 価 の な い 有 価 証 券 - 

有価証券合計 9,495,030,000

　　　　　時価のある有価証券（特定目的の引当資産に含まれる有価証券を含む。）を記載した。

　　　　　また、時価と貸借対照表計上額との差額(評価損益)が△1,525,028,100円であるが、全ての債券が満期保有目的の債券で、

車 両 2,244,000 円 523,600 円

リース物件の種類 リ ー ス 料 総 額 未経過リース料期末残高

教 育 研 究 用 機 器 備 品 13,871,220 円 3,559,402 円

管 理 用 機 器 備 品 39,418,236 円 20,916,764 円

教 育 研 究 用 機 器 備 品 0 円 0 円

管 理 用 機 器 備 品 0 円 0 円
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